
I は じ め に

20世紀は製造業を中心とするオールドエコノミーで

あり 1980年代よりサービス経済の進展によりサービス

マーケティングが研究されてきた。

21世紀は情報と情報産業を核とするニューエコノミ

ーと予測されている。マーケティングの第一人者である

P．コトラーは最新の Marketing Moves（2002）にて

マーケティングからホリスティック・マーケティングの

パラダイムの変革（表 1を参照）を提示する。

わが国でもこれのでサービスのマーケティング研究1）

また各業種（態）の研究は公刊2）されてきた。

小稿は、まず社会・企業の変化との関連でマーケティ

ングのパラダイムの変革を明らかにし、サービスの供給

（個人・組織）・需要（個人・組織）の変化を吟味する、

以上の知見を踏まえてサービス産業のマーケティングに

ついて若干の考察をする。

II マーケティングの変遷

マーケティングが一つの科学として確立されたのは

1920年代（アメリカ）からとされている。企業経営に

マーケティング志向理念がとり入れられると、組織や機

能の上に大きな変革を生じるから、これをマーケティン

グ革命ともよばれる。

マーケティング革命ないしマーケティング志向理念の

生成は、だいたい、第二次大戦後のアメリカに始まった

が、その動向の進展にとくに力があったのはゼネラル・

エレクトリック社（General Electric Company）であ

るといわれている。

さらに、マーケティング志向理念の必要を理論づける

上に大きな貢献があったのは、P. F．ドラッカー

（Drucker）である、同教授は、The Practice of Manage-

ment, 1954（邦訳『現代の経営』自由国民社、1956）

の中で、企業の目的について唯一の正しい定義は顧客を

創造すること（to create a customer）であるとして、

企業の基本的機能をマーケティングと革新に求めていた

（表 1も参照）。

これを背景にして J. A Howard, Management Man-

agement : Analysis and Decision, Richard D. Itwin

Inc., 1957（田島義博訳『マーケティング・マネージメ

ント──分析と決定」建帛社、1960）が日本で参考に

されていた。

しかし、サービス・マーケティング研究は、主として

“人的サービス財”を研究対象として欧米・日本とも発

展し今日に至っている。

わが国にマーケティングという用語が用いられはじめ

たのは昭和 30年（1955）ごろであるが、ちょうどこの

ころから、わが国の経済は生産面での高度化が進み、消

費の面では生活水準が向上して、マーケティング志向を

必要とする段階に達した3）。

マーケティングの理論的先駆者である P．コトラー

は、「21世紀のマーケティングはどうあるべきか」とい

う問いに答えるフレームワークを構築できたとして

Marketing Moves（2002）を刊行し、この著作の中

で、表 1にみられるマーケティング・パラダイムの変

遷を提示する。

これまでの販売（商品を売る）マーケティングについ

ては衆知されていると思う。

では、ホリスティック・マーケティングはどう構築さ

れているのであろうか、コトラー教授は、次のように説

明する。

ホリスティック・マーケティングは、デジタル革命を

受けてマーケティングが、より広い概念へと進出したこ

とを示している。企業、顧客、事業パートナー（コラポ
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レーター）が電子ネットワークを介して相互に作用し合

い、ダイナミックで包括的なマーケティングを展開する

のである。ホリスティック・マーケティングは、価値の

探究、創造、提供が一体に進められ、主要な利害関係者

（ステークホルダー）間で長期的な Win-Win 関係が築

かれる。

発想の起点は個客の要望に置かれ、個客の要望に添っ

た製品、サービス、個客経験を生み出すことがマーケテ

ィングの使命とされる。

厳しい変化と競争の中で個客に向けて価値を探索、創

造、提供するためには、顧客、事業パートナー、社員、

地域コミュニティすべてを含めた関係資本への投資が求

められる。

いわば、「カスタマー・リレーションシップ・マネー

ジメント（CRM）」をさらに押し進めて「ホール・リレ

ーションシップ・マネージメント（全当事者との関係を

マネージメントする）」という発想を取り入れることに

なるのだ4）。

P．コトラー教授の知見に依拠して 20世紀から 21世

紀のマーケティング概念の変化を見た。

このパラダイムの変革を前提にして小稿は考察するも

のである。

III サービス提供主体の吟味

小稿はサービス産業のマーケティングを解明せんとす

るものだが、この前段として漓提供（主体） 滷需要

（主体）の変化、について考察する。

ここでは、サービス（業）の規定なり範囲は既論稿5）

で私見を含めて解明しているので再考はしない。

論点は、漓サービス提供主体（組織）の吟味 滷企業

（組織）の変化 澆サービス商品の二分類、について考

察する。

1 サービス提供主体（組織）の吟味

資本主義国家では経済活動をなす組織を営利企業と非

営利組織に区分する。営利企業は株式会社などの法人ま

た個人が自己の利益増大を意図する組織であることは、

衆知されている。

これに対して、非営利は利益追求をしない組織とされ

ている6）が、この内訳は多様である。政府、自治体、特

殊法人、近年では独立行政法人7）と NPO 法人8）も登場

し、これまでの公益法人、医療、学校法人9）なども含ま

れる。

以上の区分を浅井慶三郎教授が図 1のように区分さ

れていた。本図の主体（供給）と客体（需要）は、商品

・サービスの供給（者）と需要（者）に読みかえること

ができる。

図 1は営利・非営利の業種・業態また私的（民間）、

公的（国・自治体など）の内容などは明らかでない。図

2は社会における多様な組織を私的・公的・営利・非営

利の区分によってマトリックスしたものである。後述の

需要の吟味に関連するが、図 2は一見供給（者）の区

分にみれるが、例えば、電気・電話（事業）は、企業、

病院、大学、地方自治体を需要（者）ともするものであ

り（I）～（IV）の組織間で供給と需要の相互関係にある

点を指摘したい。

図 2でも半ば理解できるものだが、営利企業（私企

業）の大半はモノ・サービスの生産・提供の組織である

が、非営利また公的（組織）10）は各種サービス（財）の

提供組織であることを理解してほしい。

図 2でも表示されているが非営利では内部構造をみ

れば、設立主体が公的（国・自治体）と私的（民間）が

あり、この両者が同一市場（対需要）では競合関係にあ

表 1 マーケティング・パラダイムの三段階の変遷

主流の発想

発想の起点
焦 点

手 段

目 的

販売（「製品を売る」）
（20世紀前半）
工場
製品

セールスとプロモーション

販売量をテコに利益を増やす

マーケティング
（20世紀後半）

�
多彩な顧客ニーズ
適切な製品・サービスとマーケテ
ィング・ミックス
市場セグメンテーション、ターゲ
ティング、ポジショニング

顧客満足度をテコに利益を増やす

ホリスティック・マーケティング
（21世紀）
�
個客の要望
顧客価値、コア・コンピンテンシ
ー、協働ネットワーク
データベース・マネジメントとバ
リューチェーンの統合（事業パー
トナーとの連携を含む）
個客シェア、顧客ロイヤルティ、
顧客生産価値を高めて、利益と成
長をともに追求する

（出所）Philip Kotler, Dipak C. Jain, Suvit Maesincee（2002 a）．訳書 41頁。
（筆者付記）（ ）と�
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ることである。

昨今では介護における社会福祉協議会と民間がみら

れ、これまでも医療機関（国立・公立・医療法人）、大

学・高校・幼稚園・保育所などでもみられ、今後も続く。

2003年 1月末規制改革について経済財政諮問会議と

総合規制改革会議が共同でまとめた原案によると、重点

分野は 15−20項目とする方向で調整中。

候補として病院・学校経営・農業への株式会社参入な

どである。これらを含めて政府が 2年以内の実現をめ

ざす主な規制緩和の重点項目案として次の 11項をあげ

る（日本経済新聞 2003. 1. 30）。

� 学校経営への株式会社参入

� 病院経営への株式会社参入

� 農業への株式会社参入

� 民間企業による特別養護老人ホームへの参入

� 医療分野への労働者派遣業務の拡大

� 公的保険と自費を併用する混合診療の解禁

� 日本の免許を持たない外国人医師による治療の解

禁

� 公共職業安定所の民間開放

� 幼稚園・保育所の一体運営

� 一般小売店での医薬品販売の拡大

� 大学による学部・学科設置の自由化

総合規制改革会議（議長・宮内義彦オリックス会長）

は 12月 22日、最終答申を決定し、小泉純一郎首相に

提出した。6月に決めた 12の規制撤廃・緩和項目の進

み具合への評価と、新たに提起した車検制度の見直しな

ど 5項目を盛り込んだ（日本経済新聞 2003. 12. 23）。

2002年、国家的課題として論議された郵政公社の設

立（2003年 4月発足）→民営化（株式会社化）、道路公

団の民営化問題は、官（公）と民間かの設立主体につい

て、国民の関心をたかめたものといえる。

図 1で、マーケティング主体に個人11）を挙げている。

国連の「従業上の地位別国際分類（ICSE : Interna-

tional Classification by Status in Employment, 1958）

は 1993年 1月改訂で、次の 6分野を採用した。

漓雇用者 滷使用者 澆自営業者 潺生産者協同組合

員 潸補助的家族従業者 澁地位別分類不能の労働者

わが国では「国勢調査」「労働力調査年報」などは ICSE

を準用した「従業上の地位分類」（6分類）により表章

する。

表章では、個人業主（自営業主）、無給家族従業者を

集計する12）。非農林業のなかでサービス業ではこの比

重が高い業種は多い。なお、農林業では 90％である。

アメリカでは US Burcau of Labor Statistics によれ

ば、約 1300万人の自営労働者がいる。

ジャーナリストのダニエル・ピンクは、このような組織

に雇われない働き方をする人びとを「フリーエージェン

ト」と名付けた13）。

フリーエージェントは、フリーランス、臨時社員、ミ

ニ起業家の三種類に分類される。

ピンクの調査によれば、フリーランスが 1,650万人、

臨時社員が 350万人、ミニ起業家は 1,300万人、合計

3,300万人がフリーエージェントとして働いているとい

う、アメリカの労働者は 4人に一人は雇われない生き

方を選択しているということだ14）。

さらに、最近の調査によれば、現在フリーエージェン

トはアメリカの労働人口の約 25％に達し、さらに 17％

がこれに加わろうとしているという。

日本ではフリーランスは人材派遣（業）を介し多少は

伸びるとみるがアメリカとは国民性の違いより大きくは

伸びないとみる。

図 1 マーケティングの主体と客体

マーケティング主体 マーケティング客体

営 利 非営利 消費生活 非消費生活

組織 交換 組織

個人 個人

（出所）浅井慶三郎「サービスマーケティングと消費者概念の
再検討」『日本商業学会年報（1986年度）』24頁。

図 2 社会における組織

私 的 公 的

営

利

・私企業 組合
・パートナーシップ
・電気 ・電話
・ガス ・水道

（蠢）

・公益航空会社
・第 3セクター

（蠡）

非
営
利

・私立美術館 ・博物館
・私立慈善団体 ・宗教団体
・私立大学 ・学校
・私的協会 ・ボランティア組織
・私立病院など

（蠱）

・政府機関 地方自治体
・公立学校
・公立病院
・公立美術館 ・博物館
・赤十字・警察・消防署

（蠶）

（出所）Philip Kotler“Marketing for Nonprofit Organiza-
tion, 2nd Edition”Prentice-Hall. Inc. 1982. p. 12.
本表は横澤利昌教授がコトラーのマトリックスに日本
の実態を付け加えて作成したものである。

（出典）横澤利昌編（1998）17頁。
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なお図 1の客体（需要）については次節で考察する。

2 企業経営のパラダイムの変化

P. F ドラッカー（Drucker）は最近著『ネクスト・

ソサエティ』の第 1部第 5章 企業のかたちが変わ

る、にて次のように指摘する15）。

漓 知識が主なる生産手段、すなわち資本となった。

滷 今日でも働き手の半分以上がフルタイムで働きそ

こから得るものを唯一または主たる生計の資として

いるものの、ますます多くが正社員ではなくパート

タイム社員、臨時社員、顧問として働くようになっ

た。

澆 もともと取引コストはそれほど高いものでなかっ

た。すべてを内製したフォード社は、やがてマネー

ヂメント不能に陥った。今日では、すべてを傘下に

入れるという考えそのものが無効になっている。一

つの原因は、企業活動に必要とされる知識が高度化

し、専門化したためだった。

もう一つの原因は、コミュニケーション・コストが

軽視しうるほど安くなったためだ。それは IT 革命以

前の、ごく普通のビジネス能力の拡がりによるものだ

った。今日にいたっては、インターネットや e メー

ルのおかげで、コミュニケーション・コストとさえい

えないところまで下がった。

加えて、もっとも生産的なマネージメントは、統合

ではなく分散であることが明らかになった。あらゆる

活動がそうなった。その結果、まず初めに IT 関連業

務、データー処理、コンピューター・システムのアウ

トソーシングが一般化した。ごく最近にいたっては多

くの企業が雇用業務代行会社（PEO：プロフェッシ

ョナル・エンプロイヤー・オーガニゼーション）にア

ウトソーシングするようになった。

潺 今日では、情報をもっているのは顧客のほうであ

る。まだ、インターネットには、探したいものをす

ぐに見つけてくれる電話帳のようなものは現れてい

ない。情報を持つ者が力をもつ、こうして、いまや

最終消費者であろうと企業であろうと、買い手に主

導権が移行した。

潸 もはやいかなる産業、企業にも、独自の技術とい

うものがありえなくなった。産業として必要とする

知識が馴染みのない異質の技術から生まれるように

なった。電話会社は、フアィバーグラスについては

何も知らなかった。開発したのはガラス・メーカー

のコーニング社だった。

以上の 5項を挙げているが、企業経営のパラダイ

ムの変革を指摘するものである。

アメリカで、EMS 企業 Rlctronics Manufactuing

Service が 1980年代より成長してきた16）。これは、生

産システムの「製造領域とそれの上流領域や下流領域」

において、製造企業がもはやコアコンピタンスとは考え

なくなった領域をある企業（EMS 企業）が逆に自社の

ビジネスとするものである。

代表的 EMS 企業であるといってよい、ソレクトロン

社の生成と発展をみたい。新興企業であったソレクトロ

ン社は 1960年代に、主として主要電子機器企業の生産

能力不足を補う下請け（Subcontractor）として業務を

始めた。当時ビジネスモデルは、委託した企業から支給

された部品を組み立て、加工賃を得るというものであっ

た【稲垣、2001年 a、p. 49】。

EMS 企業は当初、CM（Contract Manufactuing）

企業と呼ばれていた。1980年代になると、CM 企業は

ターンキー方式（Turn-Key Mode）とよばれる方式で

部品を調達し始めた【安井、2001年、p. 28】つまり、

CM 企業は自らの手で部品を市場から調達し始めた。と

同時に、機器・設備も自社で調達し製造工程自体も自ら

構築するようになった。1992年頃になると、米国で製

造業務のアウトソーシングを受託する企業（アウトソー

サー）は、労働集約的な下請企業から電子機器企業と対

等なパートナーに生まれ変わりつつあった【稲垣、2001

年 a、p. iii】。クレトロン社のビジネスの自立化の推移

を表 2にみれる。

表 2 EMS ビジネスの自立化（ソレクトロン社の場合）

1970年代

1980年代

1990年代

2000年代

加工賃・下請けモデル段階（顧客企業から部品
供給。顧客企業から設備の貸与。製造の伝授。
労働力の提供）
ターンキーモデル段階（自社で部品および生産
設備を調達・組立。生産工程も自社で設定）
EMS ビジネスの拡大段階（生産システムにお
けるシェアリングの拡大。オーダーだけ受けて
顧客企業の販売店へ直送）
EMS ビジネスの拡大段階（技術開発）※

注※ソレクトロン社のビジネスモデル：顧客企業が基本的に
は技術開発、商品企画、製品設計を行ない、完成した製品
のマーケティングと販売。それ以外のプロセスを自社のサ
プライチェーンですべて担当。顧客企業はファブレス化。
ソレクトロン社は量産設計、量産試作、生産管理、在庫管
理、発送などを EMS ビジネスとして行う。

（資料）安井（2001. 4）「EMS の成長とソレクトロンのビジ
ネスモデル」『ビジネス・リサーチ』pp. 28～29を参
考に報告者作成。
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生
産
財 

そして、ソレクトロン社の「ミッションは基本的に

は、最高の品質、最低のコストをもって設計、製造のソ

リューション［顧客企業が抱える問題の解決］を提供す

ることである。［わが社は］サービス［企］業であって

製造業［企業］ではない」【安井、2001年、p. 32】と

する。

以上ソレクトロン社の推移をみたが、同社が当初製造

業でスタートしたが EMS ビジネスとして自立化した現

在、「製造業ではなく、サービス業」と自を意識してい

る点に注目したい。

わが国では、清水龍蛍教授が“機能企業”のコンセプ

トを提示されたが、EMS も機能企業17）と認定できるも

ので、機能企業は全てサービス産業と認定するのが私見

である。

3 サービス商品の分類

これまで、サービス業の分類なり基準（認定）には、

無形（財）を中心とした所説が多数派であり、また、人

的サービス（提供）が中心の考察が多くみられた。

これは、提供する商品なりサービスの規定によるもの

とサーベイしていた。サービス（財）に限定して企業

（組織）経営の視座ではサービス商品は、次の二つに分

類18）される。

漓 物的商品の販売に付属するサービス

滷 サービス商品として自立したサービス

以上の二分類については、三上富三郎教授が、前記日

本商業学会 1986年度の「統一論題解題」にすでに提示

されていた19）。

漓 文化、教養、スポーツ、観光などの無形財として

のサービス（ここでは本体型サービスと呼ぶ）。

滷 有形財である商品、製品とジョイント（付随では

ない）して展開されるサービスで、それは商品販売

の before. on. after として実施され、ジョイント

することによって、商品単独の販売よりも高い付加

価値を実現し、時にはシナージー効果すら発揮する

から、このようなサービスは、『〈商品〉＋〈サービ

ス〉』ではなく『〈商品〉×〈サービス〉』となる（付

加価値サービスと呼ぶ）。

以上のサービス商品の二分類は現在では通説とみられ

るが、サービス業を規定する視点にも相関する。

これまでの大方の理解では、無形財＝サービス業とす

るが、付加価値型サービス（業）は非サービス業として

いるやにみられる。

ハーバート大学の T．レビット教授は、「サービス産

業というようなものはない、他の産業に比べてサービス

的要素が大きい産業、あるいは小さい産業がみられるだ

けだ。誰もがサービスにかかわっている。」20）と説く。

この所見を小稿でも尊重するもので主題もこれをベー

スに展開する。

筆者は、企業経営上、生産なり提供する財について図

3を提示している。

企業体として究明する立場で世界的に有名なミシュラ

ンのガイドブックの店に対する三つの評価基準を紹介し

たい21）。

漓 内装（外装は店の責任ではありません。パリでは

外装に手をつけることは法律で禁じられていま

す。）

滷 サービス

澆 味

値段は入っておりません。よい料理はそれだけの値段

をとるはずです。美食と一夕の歓を楽しもうとするなら

ば、それだけのものを払わなければならないとミシュラ

ンは考えます。フランスにある 10万軒のレストランの

中からミシュランはたかだか十数軒を選んで最高の評価
ほ し

である三つの花印を与えます。

図 3 情報的品質と実用的品質の相関関係

（注）図示では縦軸に消費財⇔生産財の連続性を明らかにし、
情報的品質と実用的品質のウェイトにより取引財を区分
し、商品（モノ）・サービスと情報が程度の差はあって
も内蔵また混合されていることをみた。
これまでのサービスの定義また財の分類視点ではモデ

ル化の意図が強く混合（財）の視点は少数派のようにみ
ており本図にて取引財の混合を指摘した。

（出所）羽田昇史（1998 a）32頁。
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この評価基準は店（経営体）はモノとサービスの複合

（体）としている点に注目すべきことを証明しているも

のと理解したい。

IV 需要の吟味と変化

次にサービス需要について、これまで不毛との視点と

P．コトラー教授の指摘するデジタルエコノミー時代

（21世紀）を意識して需要の変化を考察する。

1 個人（最終需要）と組織体（中間需要）

これまでのサービス研究では、半ば対人サービス業を

意識してか個人を需要とみての研究が主流であったとみ

ている。

前掲図 1でマーケティング客体（需要）を組織と個

人に区分している。なお本図の消費生活はモノ・サービ

スであり、非消費生活は文化的・社会的生活局面とす

る。

産業連関表（分析）を適応すれば個人＝最終需要 組

織体＝中間需要に対応する。サービス（財）であって

も、対組織のウエイトが高い。例えば、ホテルが○○会

社創立○○年記念パーティ、近年みられる「○○氏を偲

ぶ会」「お別れの会」も個人でなく組織（体）が需要で

ある。

また、サービス業の分類として、漓対個人サービス

滷対事業所サービス澆公共サービス（内訳としては、対

個人と事業所）に分類される。

この三者の従業員を 1999年（平成 11年事業所統計

調査）でみれば漓413万人 滷474万人 澆480万人で

ある。さらに 1960年度に対する伸長をみれば漓2.7倍

滷7.43倍 澆2.25倍で、対事業所サービスの伸長が

著しい。なお近年発展の NPO のサービスはサービスの

購入者（受益者）ではなく提供者と規定したい。

2 需要（顧客）参加（相互作用）

サービス財の生産過程また消費（実現）過程に需要

（顧客）の参加22）また相互作用の強弱が介在する。図 4

はサービスまたサービス業を無形性の高低と顧客との相

互作用性をマトリックスにしたものである。相互作用性

については、生活面での体験上充分理解できると思う

が、TV ショッピングなどは自からの行動を必須とする

ものである。

昨今では電子商取引の BtoB, BtoC がテピカルとも指

摘できる。

3 情報の非対称性──需要サイドから

2001年 10月 10日、スエーデン王立科学アカデミー

は「非対称情報の下での市場」に関する研究への貢献に

よって、ジョージ・アカロフ教授、マイケル・スペンス

名誉教授、とともに、ジョセフ・スティグリッツ教授に

2001年度ノーベル経済学賞を授与すると発表した。

「非対称情報の下での市場」に関する研究は 1970年

以降これらの経済学者を中心に進められ「新しい経済

学」を確立することになった23）。

供給者と需要者の間で、品質に関して〃非対称性〃が

ある点も中心的な論点である。

考察対象として、中古車市場、金融・保険市場、医療

サービス、雇用制度、情報の質などである。

前記サービス商品（二分類）の“サービス商品として

自立したサービス”を提供する業種では“情報の非対称

性”が需要者に不利に働くケースが多い。

わが国では、かって花森安治の『暮しの手帳』が商品

の品質についての情報提供として多方面で迎えられてい

た24）。

近年、日本でも各種サービス業の“サービス評価”の

結果、また、評価基準の検討・公表、評価機関の成立な

どがみられるが、未だ需要者には定着なり信頼（度）が

向上しているステージではない25）。

表 3はイギリスなど諸外国におけるサービス情報提

供の現況について最近一年間（分）より作成されたもの

である。

図 4 無形性と顧客との相互作用性によるサービスの分類

顧客と組織の相互行為の度合い

←相対的に低い 相対的に高い→

無

形

性

↑
高
い

低
い
↓

蠢
郵便サービス
ナイフ研ぎ

蠶
教育、広告宣伝
法律、財務サービス
コンサルティング
医療サービス

蠡
物流サービス
ホテル
ファースト・フード

蠹
金融
施設監視・メンテナンス
旅客輸送

蠱
音楽、ソフトウエア
映画、ビデオ
放送
書籍・雑誌編集

蠧
TV ショッピング

（出所）Vandermerwe, S. & Chadwick, M．（1989）“Interna-
tionalization of Services”，The Service Industries
Journal , Vol. 9, No. 1, p. 82.
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わが国ではこれまでアメリカの「コンシューマーレポ

ート」は知られていたがイギリスの「フィッチ」が 44

件で最多が目につく、三誌で金融・保険が 26件で全体

の 40％を占める。

イギリスのその他 17件は実に多様であり、レストラ

ンやスポーツジムといったところからペストコントロー

ル（害虫駆除）、ビーチ（海水浴場）などである。

全体として、金融・保険・流通といった技術革新が激

しく、新らしいサービスが続々と展開している業態に多

くの情報提供がみられる。しかし、医療・福祉・教育と

いった分野のテーマがほとんどない。イギリスの「フイ

ッチ」で NHS（国民健康サービス）のウォークインセ

ンターの例がみられる程度である。

なお、テーマま扱いは「比較・評価」と「解説・紹

介」の二方法であり、後者は、品質に対する“情報の非

対称性”に充分対応しているかについては問題があると

考える。

ラブロックは、需要の分析として、直接の需要者を人

と物財に区分し、サービス行動が有形か無形に分け図 5

のようなマトリックスを作成しているが、サービス産業

と需要者の関係を充分理解させてくれるものとみる。

また、図 5でみれる物財の需要（者）は、「人」でな

く各種の組織（企業・法人）であることを理解させるも

のである。なお、「顧客価値」を自社の事業経営の中核

にすべき、と提唱された横沢利昌教授は同編（1998）

にて、「顧客」そのものを分析しパーソナル、ビジネ

ス、パブリック・ユーザーの 3分類26）とする。さら

に、消費者から生活者27）の移行を解明する。

V サービス産業のマーケティング
──再吟味と再構築の視座──

小稿はサービス産業のマーケティングを考察するもの

だが、この前段として、供給と需要の変化なり実際面を

拙所見をも公開しながら検討した。

筆者の視座は、産業界の第一線で、需要開拓に務めた

実践体験もあり、いかなる組織・産業の解明には漓供給

と需要の関係 滷設立主体（公立か民間か） 澆供給

（機関）同士の需要を巡ぐる競合、の 3点を研究の視座

にしてきた28）。

前述のように、これまでサービス産業の各業種・業態

のマーケティングについて研究されている（注 2を参

照）。しかし、サービス産業を包括するマーケティング

は構築されていない。

この点、P．コトラー教授も 1970年以降マーケティ

ングの理論や技術を、営利企業だけでなく非営利組織の

運営にも応用すべきと主張し、その適用と一部付加すべ

き点を提示し、それを実際に応用する方法を展開し

た29）。

コトラー流に考察すれば、サービス産業の全てに対応

するマーケティング（理論）は構築しにくいことは肯定

されよう。

ここでは、これまでのサービスマーケティング研究で

欠落また不備であった点と、21世紀におけるサービス

産業のマーケティング研究で対応すべき視点の、二点に

ついて知見を明らかにしたい。

1 サービスマーケティング研究の欠落

これまでサービスマーケティングでは、サービス財の

特性に注目し、サービスデリバリーまた、対人サービス

（業）の接客面が主であった。

欠落また不備であった面をリストすれば 4項である。

表 3 諸外国におけるサービス情報提供の現状（最近一年間）

誌名

分野

イギリス
「フィッチ」

アメリカ
「コンシュー
マーレポーツ」

オーストラリア
「チョイス」 計

金融・保険
流 通
通 信
交 通
そ の 他

18
5
2
2

17

2
3
1
1
2

6
2
2
－
－

26
10
5
3

19

計 44 9 10 63

（出所）岩瀬忠篤（2002. 3）27頁。
（注）イギリス消費者協会の「Which?」アメリカ消費者同盟

の「Comsumer Reports」オーストラリア消費者協会の
「Choice」

（付記）前掲図 4の業種（サービス）と対比されたい。

図 5 サービス需給に基づく分類

直接のサービスの受け手

人 物 財

サ
ー
ビ
ス
行
動

有
形
行
動

人の身体に向けられる
サービス
�交通機関
�理髪

財や他の有形資産に向
けられるサービス
�荷物の輸送
�修理サービス

無
形
行
動

人の心に向けられるサ
ービス
�教育
�放送

無形資産に向けられる
サービス
�銀行
�法律相談

（出所）Lovelock, Chistopher H．（2000）p. 51.
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顧客の 
意識空間 

製品・ 
サービス 

コンピテンシー 
空間 

顧客ベネフィット 
(利益)

事業領域 

漓 組織（体）運営の視点に欠ける。前記ミシュラン

の三つの評価基準にみられるごとく、サービス面だ

けでは組織経営は成り立たない。

滷 設立主体（官・民）の競合また設立主体による差

別化すべきか、同一視するのか、究明されていない。

澆 顧客（享受者）を個人（横澤利昌編 パーソナル

＝一般大衆消費者）としての研究が大半であり対ビ

ジネス（法人顧客＝企業）、パブリック・ユーザー

（中央官庁や地方自治体）のアプローチに欠ける30）。

潺 サービス提供を無形財中心とする業種を規定した

研究が多い。

しかし、サービス産業の規定に関しては T．レビット

教授の指摘のごとく、サービス的要素の大小の差、とす

れば、この小さい要素の業種の扱い方が明確でない。

2 対応すべき視点

前項でこれまでの欠落また不備を提示した。今後の研

究対応はこれの克服が課題と考える。サービス産業のマ

ーケティングの構築に考慮すべき点を若干考察したい。

漓 リピーター対応と顧客ロイヤルティ

P．コトラーは、価値創造の四つの主体、企業、顧

客、事業パートナー、そしてコミュニティは、マーケテ

ィング戦略と実務の両面を大きく変容させつつあ

る31）。そして、表 4にて、最先端のマーケティング戦

略（現在）を提示する。

サービス産業では物財産業よりは「リピーター」の確

保が、企業の存続さえも左右する。これは、表 4でみ

られる“顧客ロイヤルティの獲得”に通ずるもので企業

としてのブランド力にも関係する。宅急便ヤマトは、そ

のブランド（力）とあいまって、シェアを拡大している

ケースとみている。また、日本に進出の外資系ブランド

ホテルの好調（上位）も“ブランド力”とみる32）。

滷 製品サービスのカテゴリー理解

これまでサービスマーケティングは“サービス財”の

特性に注目して研究されてきた。しかし、前記のごとく

あらゆる組織・個人はモノとサービスを程度の差はあっ

ても混合して提供している。P．コトラーは、今日、製

品やサービスのバラエティは無限に広がっているが、以

下の切り口でそのすべてを分類できる33）。

� デジタルか物理的（フィジカル）か？

（注、デジタルとは情報を核とした製品やサービ

ス。例えば UPS（注、アメリカで最大の小口貨物

会社）は、インターネットの恩恵によって荷物だけ

でなく情報の配達まで）

� 無形か有形か？

� インテリジェントか非インテリジェントか？

（注、BtoB（企業間取引）市場でも、多くの企業が

インターネットを用いて形式的手作業を廃止・改善

し、それによって価値を生みだしている）

� コンテンツかコンテンツ提供手段か？

（注、前者は映画、ビデオ、ソフトウエアなどの付

加価値、情報。後者は映写機やプリンタなど）

この分類を前提に図 6の製品・サービスをくくっ

た、製品サービスのプラットフォームを提示する。図 6

は今般、提唱するホリスティック、マーケティング・フ

レームワーク（表 1参照）の一部となす顧客の意識、

自社のコンピテンシー、顧客ベネフィット、事業領域を

見据えると、自社ではどのような製品やサービスを市場

に送り出すべきかが、戦略的に洞察できるとする。

以上の製品・サービスの分類をベースにサービス産業

のマーケティングを構築すべきステージである。

表 4 マーケティング戦略の前提が変化している

以 前 現 在

マーケティングはマーケティ
ング部門だけの仕事だった

インタラプション・マーケテ
ィングに力点が置かれていた
新規顧客の獲得が重視されて
いた

目先の販売効果を上げること
が目指されていた
マーケティング支出は経費と
見なされていた

顧客価値の探求、創造、提供
に関わる業務すべてがマーケ
ティングである
パーミッション・マーケティ
ングに重点が置かれている
顧客維持（リテンション）と
顧客ロイヤルティの獲得が重
視される
顧客生涯価値を最大限引き出
すことが目指される
マーケティング支出は投資と
みなされる

（出所）Philip Kotler, Dipak C. Jain, Suvit Maesincee（2002
a）．訳書 55頁。

図 6 製品・サービスのプラットフォーム

（出所）Philip Kotler, Dipak C Jain, Suvit Maesincee（2002
a）．訳書 90頁。
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澆 インターナル・マーケティングの再検討

近年、組織と従業員との関係に、インターナル・マー

ケティングのという概念が登場してきた。

サービス産業の現場ではスーテーキチェーンでパート

より女性社長の登場、大手スーパーはパートより店課長

また副店長が昨今みられる。

2001年 10月時点でパート労働者は約 949万人で前

回 6年前調査と比べて 1.4倍になった。さらに、2002

年は 1053万人に増加。

パート労働者、契約社員、派遣・嘱託などの労働者は

前回調査より約 320万人多い約 1,118万人に達し、労

働者の 4人に 1人が正社員でなくなっている実態もわ

かった（厚生労働省調査。日本経済新聞 2002年 9月

18日）。これまでのインターナル・マーケティングでは

従業員を正社員のみを対象として研究されていたが、サ

ービス産業は、パート・アルバイトの比率は高く（例え

ば小売業 60％（2000年）、外食産業 80～90％）パート

・アルバイトをも対象にする研究が必要である34）。な

お、2002年平均の非正規の職員・労働者は 1451万人。

一方顧客サイドからは正社員とパート等の区別は不詳

（一部ではネームプレートの色別などを採用）である

が、企業経営面では同じ人的資源である。

潺 企業倫理と経営品質

昨今、アメリカではエムロン、ワールドコムをはじめ

として不正会計が発覚し、経済・社会の混乱の兆さえも

もたらしている。日本でも、近年、三菱自動車、雪印食

品、三井物産、日本ハム、USJ（UNIVERSAL, STU-

DIOS. JAPAN）、ダスキン、東京電力・中部・東北電

力（共に原子力発電所）などの企業倫理また“経営品

質”の不祥事が多発している。

これを受けて、日本経済団体連合会は 2002年 9月 20

日、企業不祥事の続発に対応した「企業行動憲章」の見

直しに着手し（日本経済新聞 2002. 9. 21）、10月に公

表された35）。

企業倫理（問題）をマーケティングと関係ないとみる

か、枠内にどうとり入れるべきかを検討すべきステージ

を考える。

私見では、表 1のホリスティック・マーケティング

の顧客価値（焦点）、顧客ロイヤルティ（目的）と相関

して考察すれば、無関係とは考えられない。

国際標準化機構（ISO）が情報隠蔽や不正経理など企

業不祥事が世界規模で広がる中、「法令順守や情報公開

など内部管理体制の規格」を作成し 2004年にも発効さ

せる（日本経済新聞 2002. 9. 20）。

なお、Stave Baron and Kim Harris（1995）は第 2

章サービス・マーケティング研究の変遷と本書の概要

で、「乳児期」（1980年代以前）、「新児期」（1980年か

ら 86年まで）、「少年期」（1986年から現在）とする。

そして第 11章さらなる研究課題と結論で、サービス品

質、インターナルマーケティング、リレーションシップ

などをとりあげているが、歴史・文化の違いもあり拙所

見とやや異なる。

以上、21世紀の産業また社会の変貌に対応してのサ

ービス産業のマーケティング研究の視点を提示した。

筆者も含めて今後の研究の深化を希うものである。

注
１）日本商業学会第 36回全国大会（1986）の統一論題
（サービスのマーケティング）であり、この前後より
活発化してきた。また、井関利明他（1984）山本昭
二（1990）を参照。

２）飯嶋好彦（2001）、糸園辰雄・中野 安・前田重朗・
山中豊国編（1989）『マーケティング』大月書店（2
章で 8業種）、中田信哉（1964）『運輸業のマーケテ
ィング』白桃書房、中田信哉（1972）『物流とマーケ
ティング』日刊工業新聞社、宇田荘二（1999）『レジ
ャー産業のマーケティング戦略』同友館、長谷政弘編
（1996）『観光マーケテング』同文舘、山上 徹
（1997）『国際観光マーケティング』白桃書房、津山
雅一・大田久雄（2000）『海外旅行マーケティング』
同文舘、浅井慶三郎・清水 滋編（1997）、真野俊樹
（2003）『医療マーケティング』日本評論社、安部文
彦・岩永忠康編（1998）『現代マーケティング論──
商品別・産業別分析』ミネルヴァ書房、P. Kotler
（1982），Philip. Kotler 他（2003）、白井義男（1999）。

３）深見義一編（1965）『マーケティング論』有斐閣 219
頁。

４）Philip. Kotler Dipak C. Jain, Suvit Maesincee（2002
a）訳書 41～42頁。

５）羽田昇史編（2002 a）第 2章サービス産業の諸形態と
分類──産業分類と職業分類──を参照されたい。

６）非営利組織を規定する統一基準はない。これまでの諸
説で共通項は、漓利益配当をしない 滷公益のため民
で公式に設立されたもの、であり他の基準は論者によ
り異なる。詳しくは羽田昇史（1998 a）274～278頁
を参照されたい。なお欧州では生活協同組合なども含
むものとして定義されることが多い。

７）原則として国が出資するが、企業会計を導入するなど
民間企業の経営方式を取り入れた行政法人のこと。行
政のスリム化を目的として、1997年に政府の行政革
命会議が提言。2001年 4月に 57法人が誕生し現在
（2002. 8）までに 59法人が設立されている。職員の
身分は法人ごとに決まるが 54法人では国家公務員と
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なっている。政府は 2005年までに約 40の特殊法人
を独立行政法人に切り替える計画。
独立行政法人は英国の「エージェンシー」がモデ
ル。業績がよければ給与を増やせるなど利点も多いが
「特殊法人の隠れみの」との批判もある。その歯止め
として、企業会計原則に則した財務諸表の作成が義務
付けられ、第三者委員会で評価される仕組みが導入さ
れている。

８）設立認証を受けた NPO 法人は 2001年 4月現在で
3,923団体、2001年 11月末 5,448団体、2002年 3
月 22日現在で 6,380団体、2003年 1月末 9,726団
体、2003年 5月末 11,474団体と増加している。しか
し、内閣府によると NPO 法人の解散は 2001年頃か
ら出始め、2003年 1月末で累計 66団体になった。ま
た、法人格を持たない団体を加えると約 9万団体とみ
られる。認証は都道府県と内閣府が行うが、後者の認
証法人は約 1,000法人である。
なお、NPO 法（1998年 12月施行）は 4年が経
ち、運用について問題が浮上している。
漓設立の法定用件への適合性の一層の明確化等（2002
年 12月成立 2003年 5月より施行の改訂 NPO 法）
滷NPO 法人の説明責任と「市民によるチェック」機
能の一層の発揮
の 2点を中心に検討されている。

９）個人が寄付金を所得控除できる対象となる団体数が、
米国 85万、英国 19万にに対し日本は特定公益増進
法人、社会福祉法人、学校法人等を含めても約 2万に
留まる。2001年秋から施行された NPO 支援税制の
認定を受けた NPO 法人はわずか 6件しかない。NPO
支援税制の認定要件の緩和はもとより寄付税制全般の
見直しも必要である。

１０）1985年アメリカ、マーケテイング協会（AMA, Ameri-
can Marketing Association）の定義では、「マーケテ
イング全体を個人および組織」とし、それまでの（1960
年改訂）の企業（営利組織）だけでなく非営利組織を
含めることにした。非営利組織については P．コトラ
ーの図 2を参照されたい。AMA の改訂（1985）はこ
れらの研究なども反映したといわれている。
その後、Adrian Sargeant（1999）などの成果がみ
られる。

AMA に対応して、日本マーケテイング協会（Japan
Marketing Association : JMA）は 85年 5月「JMA
マーケテイング定義委員会」を発足させ、約 1年間の
作成作業の末、新しい定義を完成させ、90年 11月 5
日発表した。
「マーケテイングとは、企業および他の組織（1）がグロ
ーバルな視野（2）に立ち、顧客（3）との相互理解を得なが
ら、公正な競争を通じて行なう市場創造のための総合
的活動（4）である」（1990年刊 33頁）。
（下線 筆者、羽田昇史編（2002. a）19～20頁）
（注）盧 教育・医療・行政などの機関。団体を含む。

盪 国内外の社会、文化、自然環境の重視。
蘯 一般消費者、取引先、関係する機関・個人、
および地域住民を含む。

盻 組織の内外に向けて統合・調整されたリサー
チ・製品・価格・プロモーション・流通、お
よび顧客・環境関係などに係わる諸活動を言
う。

１１）Phlip Kotler, Thomas Hayes and Paul N. Bloom
（2002 b）は、会計士、弁護士、医師、建築士、経営
コンサルタントなど専門性の高い職業人を究明する
が、「個人」が主体であることを挙証する。

１２）詳細は 羽田昇史編（2002. a）65～68頁を参照され
たい。

１３）ダニエル・ピンク（2002）『フリーエージェント社会
「雇われない生き方」は何を変えるか』（池村千秋訳ダ
イヤモンド社）が問題点と生活の実態を、明らかにし
ている。

１４）『週刊ダイヤモンド』2002/9/7, 38頁。
１５）Peter F. Drucker（2002）訳書 40～44頁。
１６）川上義明「今日における EMS ビジネスの展開」（日

本経営学会第 76回大会報告要旨集・2002年 9月）16
～24頁を参照した。同稿日本経営学会編（2003）『IT
革命と企業経営』日本評論社。

１７）機能企業、事業支援企業の意義またケースなどについ
ては羽田昇史編（2002. a）100～102頁を参照された
い。

１８）石橋悦史（1999）『商品知識イノベーション戦略』同
友館 86頁。

１９）前掲『日本商業学会年報（1986年度）』3頁。
２０）Theodore Levitt, Product-Line Approach to Service,

Harvard Business Review Sep-Oct 1972
２１）田辺英蔵（1996）43−44頁。なお、ミシュランの
「ガイドブック」のルーツは同社（タイヤ）作成のロ
ードマップ（配布）に記入されたのである。

２２）詳しくは羽田昇史（1997）55～56頁、図 2−4サービ
スの生産過程の分解を参照されたい。

２３）藪下史郎（2002）『非対称情報の経済学──スティグ
リッツと新しい経済学』光文社、がコンパクトに紹介
している。

２４）花森安治（1954）『逆立ちの世の中』河出書房が同氏
の視点を十分展開している。検討には参考にすべき所
見が多い。

２５）岩瀬忠篤（2002. 3）が最近の動きを紹介している（25
～26頁）。

２６）横澤利昌編（1998）31～33頁。また、教育機関、医
療機関、行政組織、NPO の顧客についても考察する
（39～49頁）。

２７）同上 61～70頁。なお生活者のコンセプトの登場の経
緯などについては羽田昇史（1999）4～6頁にて解明
している。また、天野正子（1996）の大熊信行の項
（124～151頁）。
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２８）各業種については、羽田昇史（1970）・（1997）・（1998
b）・（1999）（2000 a）・（2000 b）・（2002 a）にて考
察している。

２９）Philip Kotler（1982）の序にて。しかし（2002 a）
の新著では市場を意図した企業として、とくに業種、
業態の枠組みを明示しない。また、図 6にみられるご
とく製品・サービスをひとくくりして構築する。

３０）前掲図 2、の（I）～（IV）のセクター相互関係も参考
にされたい。

３１）Philip Kotler, Dipak C. Jain, Suvit Macesincee
（2002 a）訳書 55頁。

３２）「日本ベストホテル 2002−2003年版」『週刊ダイヤモ
ンド』2002/12/14、「ホテルランキング」『日経ビジネ
ス』2002年 11月 25日号。同 2003年 12月 8日号
「ホテル・エアラインランキング」。

３３）Philip Kotler, Dipak C. Jain, Suvit Macesincee
（2002 a）訳書 89～93頁

３４）松井温文（2001）もこの点を指摘している（148
頁）。なお、浅井慶三郎（2003）ではインターナル・
マーケティングの対応は接客要員 CP（Contact Per-
sonal）を意識して論及しているが（91～97頁）、正

社員・パートをとくに区別しての解明ではない。これ
は、パート・アルバイトが高い実態面を反映させた考
察ともみられる。

３５）内容は日本経済団体連合会（2002）「企業行動憲章実
行の手引き（第 3版）」（10月 15日）を参照。しか
し、これが普及・理解されているとはみられない。
日本会計研究学会特別委員会の上場企業（CEO）に
対する実態調査（オピニオン・リーダーの 4社、
2003. 5～6月の 3日間）によれば漓検討したことが
ある 2社 滷内容を知っている 1社 澆知らない
1社であった。なお、4社中独自の CG 規程（「ガバ
ナンス」等の名称を冠した規程）があるのは 2社（日
本会計研究学会特別委員会『外部監査とコーポレート
・ガバナンス』237頁。2003. 9）。
個別企業では、花王はコンプライアンス（法令順守）
体制の確立を目的に、役員を含むグループ社員全員に
誓約書の提出を求める。今春作成した「花王企業行動
指針」に盛り込んだ公正取引、知的財産の管理、環境
への配慮といった行動規範を会社側が説明した上で、
全社員が署名なつ印する（日本経済新聞 2003. 7. 1）。
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